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容量市場問題 eシフトでの活動経緯
• 2018年度
内部勉強会、議員会館にて勉強会開催

• 2019年度
内部勉強会、リーフレット作成議論開始

• 2020年度
リーフレット作成議論
6/18 オンラインセミナー開催
8/28 消費者庁・内閣府消費者委員会への要請提出
9/16 経済産業省への要請提出
10/15 オンラインセミナー開催



大手電力と（再エネ）新電力３つの格差
•1つ目は、容量市場収入を受け取るかどうかの違い

•２つ目は、負荷率（平均電力と最大電力の比）の差による拠出金
負担の違い

•３つ目は、それを消費者にどの程度転嫁する必要があるかの違い

⇒再エネ新電力は経営圧迫の危機

容量拠出金はピーク電力に応じて配分
大手電力の顧客は
工場や病院など
常に利用がある
＝負荷率が高い

新電力の顧客は
事務所や学校など
利用に波がある
＝負荷率が低い

容量市場負担 小 容量市場負担 大負荷率高 負荷率低
負荷率＝平均電力と最大電力の比



再エネ新電力に特に不利（不公平）で
消費者にも様々な負担のある制度

２．総括原価方式
ですでに支払い済
み、消費者にとっ
て二重払い

４．どの電源がいくらもらって
いるか不明、情報公開が不十分

３．再エネ新電力
淘汰の危機、
消費者の選択の
自由が奪われ
電力自由化も危機に１．エネルギーシ

フトが遅れる！



・今回落札した電源の８割は2010年以前に建設されたもの、も
う償却済みということ。
・1.6兆円は国⺠への追加的な負担を意味するものではない。
・（新電力についても）まるまる負担にはならない、電力料金
には反映しないと思っているし、ここの話が出てくれば、また
それなりに対応する。
・維持管理コストの高い石油火力等（老朽施設）を維持せざる
を得ない実態を反映した結果である。10/2記者会見発言より

・再エネ新電力に負担、再エネの電気が高くなる懸念。
・今後、再エネを特に取り扱っている小売事業者から契約をして
いる家庭や法人が、再エネの料金が高くなるとしたら、どう考え
ても、もっと再エネを契約しようという方向にはならない。
・どの発電所がいくらで応札したか公表すべき。
・再エネの主力電源化に向けて、経産省ともコミュニケーション
をとり連携していく。 9/29、10/2、10/6記者会見発言より



容量市場の見直しを求める要請
経済産業大臣あて、9月16日提出 http://e-shift.org/?p=3908

• 私たち環境団体は、大手電力の寡占化がますます進み、原発依
存度の低下や再生可能エネルギー（再エネ）・省エネの導入が
遅れ、電力自由化が逆戻りしてしまうことを強く懸念していま
す。

• 消費者の電力選択の権利、また将来にわたり安全で安心できる
環境・くらしを守る観点から、再エネ新電力や再エネの普及に
圧倒的に不利となり、省エネを考慮しない容量市場を見直すよ
う、要請します。
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容量市場問題 eシフトの今後の活動
• 実際の支払いが発生するのは2024年度であるため、
引き続き容量市場の廃止を求める

• 容量市場に関するウェブサイト記事や新リーフレットの制作

• 今回のようなセミナーの開催

• 国会議員との意見交換

• 消費者団体や再エネ新電力、研究者グループなどとの連携

• 再エネ新電力の応援・切り替え促進も同時に


